
令和６年度 総務常任委員会行政視察報告書 

 

１ 参加委員 

 （委員長）阿部 英光 （副委員長）早川 仁美  

（委員）岸 正明 （委員）柾木 太郎 （委員）水島 誠司 （委員）金田 俊信 

 

２ 視察日時 

令和７年２月１０日（月曜日） 午後３時００分から午後５時００分 

 

３ 視察先 

  福岡県柳川市 

 

４ 視察事項 

 （１）移住・定住促進策について 

 

５ 視察概要 

                   （担当 金田 俊信  ） 

視察先選定理由 茅ヶ崎市の課題、取り組むべき政策、事業等を踏まえて記入してください 

令和６年８月以降、転入者数が増加している柳川市の取り組みを調査・研究する

ことにより、茅ヶ崎市の移住・定住促進策に寄与することが期待されるため。 

 

内  容 

・事業概要 

・効果、推移 

・課題 

・今後の方向性 

 

事業概要 

①移住支援金：世帯移住１００万円（１８歳未満ひとりあたり１００万円加算） 

       単身移住６０万円 

②マイホーム取得支援：５万円分の商品券（４５歳以下） 

           ３９歳以下の新婚夫婦には最大３０万円を補助 

 ＊）新築、購入のどちらでも対象 

③空き家を貸したい・売りたい人と借りたい・買いたい人とのマッチング 

 事業名：「住まえるバンク制度」、市 HPに情報掲載 

 ＊）家財道具の撤去費用の補助あり（最大１０万円） 

④子ども・子育て応援金 

 ・出産時応援金：５万円 

 ・入学時応援金：３万円 

  （小学校・中学校入学時） 

⑤移住体験施設利用者への補助 

 利用は最大で２０日間、１日あたり５００円 

⑥その他：移住者交流会などの開催 



 

考  察 

・本市との比較 

・本市への事業導

入の可能性 

・今後の検討内容 

・転入者を増やし、定住を促進する施策については、その効果を明瞭に判別する

ことは容易ではない。各種制度の利用者から、ホンネの意見を聴取できることが

理想的ではあるが、必ずしも実現できるとは限らない。結局、トライアンドエラ

ーにならざるを得ない面もある。 

・日本全体で人口が減少していく現実を踏まえれば、将来にわたって持続可能な

自治体となるためには、周辺自治体と比較して魅力ある自治体であることが求め

られる。いわゆる「選ばれる自治体」にならなければならない。 

・茅ヶ崎市は、人口減少テンポが最も緩やかに推移すると予想される首都圏に位

置していることは恵まれた条件と言える。しかし、周辺自治体もまた同じであ

る。福岡県柳川市から得られて所感としては、有効性が期待される施策を失敗を

恐れずに実行すること、またフットワーク軽く柔軟に施策の見直しを行うことで

ある。その際にシティプロモーションの観点は不可欠であり、その自治体が持つ

自然条件、歴史、文化、広域的な地域（柳川市においては筑後地方）の特性な

ど、あらゆる側面を活用することが重要である。 

・今後の茅ヶ崎市の移住・定住促進策としては、近隣自治体の動向を注視し、有

効と思われる施策についてはキャッチアップしていう姿勢が望まれる。一方、実

際の施策展開にあたっては、費用対効果の側面も十分に考慮されるべきと考える

ところである。 

 

【視察時の様子】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備  考  

 

 

 


